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(1)「先進国に追いこせ」をスローガンとし，（１） 国に追いこせ」をスローガンとし，種々の政策を実施してきた
曰本は，曰露戦争の終結によって，何かが変わったというイメージを，同時
（１）
代の人々が既にもっていたといわれる。「札幌麦酒専務取締植村君苦'L､成功
地価問題と北海道の税務行政組織(7)（西野）３
讃」といった立身談をのせつづけた雑誌が多数出版され，実業界に入る秀才
（２）
が増える一方，明治36年の藤村操の自殺を時代の象徴であるとする認識ｶｺﾞ当
時からあった。さらに，他方では，人格の修養を説く青年訓や処世訓と銘打
った本が盛んに出版されている。いずれも，中央だけでなく，「北海タイム
ス」にもそうした広告や記事がみられ，国をあげてもう一度国是を問い直す
動きを模索していた。
その中で，近代国家である韓国を併合したり，大逆事件が発生（明治４３
年）し，辛亥革命が始まり（明治44年)，清朝が滅亡（明治45年）している。
その後も中国は落ちつかない状況がつづき，国民は中国情勢に強い関心をも
っていた。また，国内では，内国が桂太郎と西園寺公望の間で盛んに交代す
（３）
るなど，内外とも多難な時代を，日露戦争後の日本ｶｺﾞ迎えていたことは，
｢北海タイムス」の記事をみるだけでうかがうことができる。「北海タイム
ス」では清国の革命の動きは逐次詳細に報道されており，「読売新聞」より
も詳しいほどである。「読売新聞」ももちろん軍の動きを詳細に報じている
（４）
ほか，日米開戦論を報じ，当時の騒然とした社会を反映して，社会政策をめ
（５）（６）
ぐる論議や米価をめぐる論議も報じている。これらの論議は，大正時代にｶｭ
けても盛んにみかけられる。
明治44年には農商務省が農政上の参考に供する目的で地主と小作人との関
係について各府県に問い合せを行っているのにこたえ，北海道庁も回答を行
ったが，「北海タイムス」には回答全文がのせられている。それによれば，
まだ開拓の途上にあるを以て，農牧業経営の状態にあるとともに地主会も結
成途上にあるという。そして，わざと小作を完成させず官庁の返還処分を受
けさせたうえ新たに付与を受けようとした例や，一致して賠償を受けようと
した例が報告されている。その他に小作人の離散の例も多い。もちろん，貯
蓄組合や貯穀組合を作らせたり，地主が個人として行う施策も行われている
（７）
ｶｺﾞ，まだ手探りであり，漸次事績を挙ぐべしと述べている。農商務省への回
答詳細に掲載することは，北海道小作人問題が顕在化しつつあったことを示
している。他の府県でここまで公表されている例は現在確認できない。さら
４に北海道では北海道未開地処分法の制定により土地処分が進む方向（すなわ
ち小作地の増大）にあるとともに，勧業銀行及農工銀行が不動産貸付けをで
（８）
きるようになり，ノ｣、作地を取得しやすくなったことから，地主の意識が高ま
った。この改正自体は全国的なものであり，北海道に限らなかったが，小作
地の拡大をめざす北海道の地主にとって特にありがたかったことであろう。
その地主が北海道の有力な政治家であるとなれば，明治44年３月に衆議院
が普通選挙法案を可決しながら貴族院が否決したことは，地主にとって痛か
ったであろう。しかし，角田村を東宮殿下（後の大正天皇）が御召列車を徐
（９）
１了させながら眺めたことは，地主にとって小作地拡大への励みとなったので，
農商務省からの照会にどうこたえるかは，大関心の的となったのである。
（２）明治末期から大正にかけての政変の焦点は，軍備拡張（二師団増設，
（10）
海軍拡張）と財政の関係であった。これと前述の社会のかわり目とｶｺﾞ複雑に
からんで，当時の各種資料を解析しても，なかなか単純明蜥な見通しはたて
られない。（当時の政治史や大正デモクラシーをめぐる文献を探索したが，
はっきりした筋道はえられなかった｡）
曰清戦争によって賠償金は得られたが，周知の通り曰露戦争において賠償
金は得られず，国民の不満から暴動が発生したことは広く知られている（も
（10）
つとも，それによって，ガス抜きの結果となったようである)。そうした中
で戦後の後始末に多くの支出を要しており，気象条件もあって税収も大きく
は伸びていない。全体としての収入は，４３年度を除いて全体としてはのびて
いる。地租は，明治43年度に大きく減少し，その後8000万円台を切ったのは，
明治42年度の改正が大きい。所得税も明治43年度に減少する外は順調に伸び
ているのは，経済成長の証しである。所得税を補完する営業税も伸びている
が，大正４年に税制改正によって減少したのち，再び増加に転じている。こ
のことは，曰露戦争以後の全体としての経済発展の状況を示している。
とはいえ，海軍補充・財政整理・租税軽減など多くの難題をかかえている
状況としては，それらに国民も大きな関心をもち，新聞各紙も盛んにとりあ
（11）
げざ､るをえない。それは財政が各般政務と深い関係をもっているから，当然
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のことであろう。たとえば，憲政擁護大会でもとりあげられ，それが「北海
タイムス」の１面トップに５回連続で掲載されている。
また，－人当り51円50銭も借金を負っていること（高格秀臣氏の調査によ
れば，１人500円であるという｡)，非募債主義を改めるとの意見や不生産公
債を償還すべきとの意見など多くの論調が出されている。その意味で，公債
償還をなすため税源の必要性が再び注目され，来るべき税制改正をよびおこ
すことになった。
そのことから，脱税の多さをなげき国民の精神教育上の大障害となると指
（12）
摘する論調が出されるし，また，本道の徴税成績ｶｺﾞ不良であるとの記事が掲
載されたのに答え，札幌税務監督局長は納税思想は発達し，所得税第４期の
（13）
納税成績(よ全国的Iこも例なき良成績と反論している。租税その他公課の徴収
を郵便局に依託する制度が，オーストリーにならって大阪市でまず導入し，
施行する市が増加しているとして，札逓総務部長が，札幌区への導入を提言
（]4）
するなど，一層の徴税努力ｶｺﾞ図られた。
（２）それでは，当時の北海道の税収はどうなっているのか。大正元年まで，
北海道では，国税の税収は増減をくりかえしている。その間のトップ収入は，
明治42年度であって，税制改正の影響をまともに受けている。第２位である
地租は明治40年度に収入が多くなっているが，次第に納税者が増加している
ので，開拓の進展により有租地が増加したことを示している。トップの酒税
は，明治42年度，４３年度に税制改正により減少するものの着実に増加してい
る。これに対して，所得税は42年度に急増するものを除いては，明治末期は
それほど増加しない点で，全国の動きと異なるのは，北海道の経済の停滞が
影響していよう。しかし，第三種所得税の納税人員は増加傾向にあることか
らいえば，底は広がっているといえる。
これらの動きを北海道の地方税収でみると，明治43年度の（減税によるも
のと考えられる｡）をのぞけば，大きく伸びており，札幌税務監督局のそれ
とは非常に異なる。北海道の税源となるべき経済が，広がりつつあるものの，
（15）
まだ底力】浅く上部構造にまで及んでいないということではなかろうか。他方，
６北海道地方税にとりこまれた水産税が，３０万円台を継続しつづけていること
は，水産税がなおも基幹地方税の一翼を荷っていることを示している。
しかし，拓殖費の増加を図るには，１５年経営の拓殖費の年割のほかに自然
増収が必要であるが，なかなか，北海道側が願うようには拓殖費は増加され
ていない。たとえば明治44年度は，年割予定では330万円であるが，自然増
収（国税約10万円，関税約６万円，専売約13万円，逓信約37万円，合計66万
円の増加）から規定による50万円を控除された16万円が本年度拓殖費として
250万円に加算され，267万７千円となっている。しかし，築港費の年割が約
17万円増加しているため，殖民費・産業費・道路橋りょう費等を前年度同額
費とし，１６万円がその約17万余円に不足する部分を一般会計より補てんする
（16）
という複雑な処理を行っても，年害I予定に満たない状況なのである。こうし
た複雑な処理は，この年に限らず，毎年この頃には道長官は上京して工作に
走り回っての結果なのである。しかし，「北海タイムス」は，札幌の税務当
局が見ている自然増加率（制度の変更のない条件下で単に経済上の発展によ
る増加の程度）は千分の87であり，逓信収入も考えると自然増収の増加は１
割とみてよく，４４年度は，営業税改正・地租８厘減・不景気による酒税の減
（17）
がなければ，３０万ないし40万をもって歳入の増ｶﾛと考えるべきであるとする。
そして，自然増収の内訳の開示を求めているのである。その後の，全国の新
事業（新政策）と財源との関係についての論調にも，拓殖費に関する論議に
（18）
振りカユえてなされていることが読みとれる。
地方当局は，あわせて，道庁事務の刷新簡捷を期すとともに，新たな地方
（19）
費財源を探索している。たとえば，流木税をめぐる紛争ｶｺﾞその一つである。
明治44年11月，道庁は，流木の石積百石につき１円の流木税を課そうとした。
（20）
これに対し，前田政八（釦|路在住）を中心とする木材業者は反対した。木材
業者のいわんとするところは（ｉ）当業者の申告を待つのか，待つのならば
大量の無申告が出るであろう。（ii）途中で水中に沈下したものは如何。
(iii）途中，薪炭用のものは引揚げて使用されるが，どこで把握するのか。
(iv）結局は申告に待たざるをえないだろうが，申告は当初予定額３万円に
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満たないであろう。（ｖ）本州材より道内材の品質は劣るのに賦課されれば，
体力の弱い業者はどうするのか，かえって官に保護を求めよう。（vi）課税
するならば，課税以前に内地同様に河川の改修改良を行い最も安価満足に輸
送できるようにしてほしい。北海道の河川はあまりにも未開で危険である。
(vii）懲罰的な目的がないのであれば，木材業者に対し，既往の営業程度と
当年の計画程度をしんしゃくし，等級をわかてば，よろこんで申告納付しよ
うという。これに対し，道庁側は申告税としても，さほど至難でなく相当の
税源である（出港税とすれば，却って徴税の特別の官吏を置かなければなら
（21）
ない｡）と考えている。しかし，通行税と比すれば流送距離の長短は女p何に
（22）
考慮するか，脱税への対処はどうカユ等の業界の反対が強かつたことことなど
から，うまくいかなかった。後代の木材引取税へと繋がる話である。同様な
新税に関する動きは，東京府における酌人税・庭園税の新設問題や家屋税の
（23）
増徴問題としても表われている。
けれども，札幌税務監督局管内の収納割合は，向上したとはいえ，まだ９
（24）
害Iにとどまっており，鉱業税の滞納が多くなっている。４３年度第三期の地租
収入は，85.5％であり，宗谷・浦河署は69％台にとどまっている。当時，成
績１１項の収納割合を公表する習`償があったわけで，各税務署長は大変であった
ろう。地方版によっては，特定署の地租の畑租・雑租・所得税・営業税が町
（25）
村H1まで公表されている。その中で，角田村での住民税害Ｉをめぐる紛争があ
ったのにかかわらず，岩見沢署の住民税は良好であり，納税意識はよかった
のである。（なお，上川で地域金融に従事していた糸屋銀行は，この当時，
（26）
ようやく十周年を迎え，今後の発展ｶｺﾞ大いに期待されている｡）
とはいえ，国税がすべてに順調だったわけではなく，小樽税務署は，従来
から踏襲されてきた所得課税の基準たる率を函館と同率に引上げる案を小樽
区所得調査委員会に提出した。このため，小樽商業会議所は，税務署と交渉
を行うに至っている。函館税務署で敏腕をふるった次席が，小樽税務署長に
栄転し，函館と同様に課税しようとしたといわれている。当時，小樽はかっ
ての繁栄を失い，利子等の経費も全道で一番高く，不況におちいるとともに，
８代金回収の状況も悪化していたという。結局，多少手加減をすることをほの
（27）
めかしたことから調査委員会が開催されたのである。そこで，「｣上海タイム
ス」は，小樽における税制上の歩合を各業体に区別して具体的に取調べ地方
に依って算定率を異にすべき所以の陳｣清書を提出して「永く存置する(よ当局
者に算定率の適用を誤らしめぬ好資料となり徒らに前例呼ばわりするより得
策ではあるまいか」と提言している。もちろん，監督者の下僚戒飾は特に必
要と述べられている。
ロ臨時制度整理局の税制整理案
（１）日露戦争後の財政整理は，既に述べたごとくに，二回にわたって行わ
れた。すなわち，第１次整理（明治41年度）及第２次整理（明治43年度）の
二次にわたる税制整理である。
第１次整理では，酒税及び砂糖消費税が増税され，石油消費税が新設され
た。ここでは，歳出入の均衡を保ちつつ，財政の基礎を強固なものとするこ
（28）
とカゴネライとされていることから，「明治大正財政史」は，「歳入の増収を得
るを主眼とした」といい，増収に関係しない税制改正は対象とされなかった。
第２次整理では，地租に関し，宅地地価修正が実施され，田畑の租率が軽
減され，このため地租は相当程度減収となった。そのほか，砂糖消費税．織
物消費税・狩猟免許税が改正されるとともに，日露戦争の戦争財源として全
国民賛成ともいうべき状態で成立した相続税についても反対がみられるよう
になったことから，減税が行われた。しかし，悪税との批判が強かった営業
税は，ついに，各業にわたり略々均一の割合で減税されたのみで，各営業の
アンバランスの是正は行われていない。さらに，その他の諸税は，「明治大
正財政史」も，「定率と非常特別税の増率とを合したるものを以て改正税率
を為したる外は，法文の整理を行ひしに止まれるを以て，単り戦時勿卒の際
施行せられたる非常特別税の欠点を除く能はざるのみならず，戦後に発生し
（29）
たる経済上の変遷に応ずる能はさるの'憾を存しﾌﾟi二り｡」と評している。この
引用中の後半は，改正全体をも評したものと言えよう。
二回にわたる税制整理の結果は一般世論の満足を得られず，なおも異論や
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攻撃がつづいた。第二次整理の大詰めを迎えた二月中旬，「読売新聞」は，
（30）
｢詔勅を棒讃して苛税撤廃に及ぶ」と題する論議を掲載している。それによ
れば，明治天皇は，皇室費年額の３分の１にあたる150万円を救'bm費として
下賜された。これはｌ昨年までの皇室費300万円の半額にあたるのであり，
臣民は深く戒めるべきである。しからば，三税が良税でないことは政府も認
識しているのにもかかわらず，代るべき財源がないとし，廃止論者は財源の
探究を当局に譲って何ら計を講ずべきを忘れている。両者共に聖旨を奉読し
て，税制を整理し三悪税を撤廃し無告の窮民を救済せよと主張している。こ
れは当時の論調の要約ともいうべきものであり，その後もくりかえされてい
く。ただ，その後，地租が比較的論議されなかったのは，地租の徴収手数料
を1000分の７に交付することになったことによる。当時，地租は地方に徴収
が委託されており，地方側は実質的には地方税と考えていた気配がみられる
ところから，これが実質的には地租の減税と考えられたのではあるまいか。
政府が50万円を支出しようとの提案をしたのに対し，市部の議員は「地租手
数料にかえる案｣，別に「地租に100分の１，他の所得税営業税売薬税自家用
醤油税に100分の３を交付する案」を出し，郡部議員よりは「国税徴収の告
（31）
知数に依り分配すべし」との案が出て論争となり，上述の結論となった。こ
の対立は市部と郡部の間でかなりの経済的対立がみられることになったこと
を示している。
その後も，税制整理すべきことが主張されたが，その実は減税の意味が議
論されていたのである。そこで，菅原主税局長は，明治44年９月，国庫収入
に減ぜざる範囲において税制整理を行うとすれば，他に新税を起す余地がな
いでもないが，徴税費が伴うのであって，所得税を500万円減ぜようとすれ
ば徴税費を加算しなければならず，むしろ減税しない方がよいのではないか
（32）
と，談話で述べている。いわば減税反対論である。この発言に対し，渋沢男
（33）
爵は，財政の根本方針を民力休養に置こうとする内閣にあっては，以下のよ
うな案を実行すべきだと述べている。それによれば，①塩専売法のような富
者に軽く下級民に重い課税の廃止，◎戦時特別税をできる限り廃止すること，
10
Ｏいたずらに徴税の手数の多い織物（消費）税の廃止，ｅ苛欽諌求をやめる
ことなどを主張している。この渋沢意見は，減税を求める世論を示しており，
経済的不公平の是正の要求が相当強くなっていることを示している。
この中で，札幌農科大学経済学部で佐藤学長が「土地増価税」を講演し，
（34）
｢ｺﾞﾋ海タイムス」が連載している。この士地増価税は，この年４月１曰より
ドイツに施行された土地増価税を紹介するものであり，1910年にはドイツ国
中457の都市で副財源として実施されていた。講演によれば，土地を始めて
買入れた時の価格と土地の改良施設のため要した費用とそれ等の利子とを併
せたものを土地の価格とみて控除した後土地の売却金額から売却手数料その
他の費用を差引き残るところの金額を自然増加とみ，一つの課税物件として
－定率を以て課税するものである。佐藤学長は，増価税をわが国において実
行しようという趣旨ではないが，ドイツの如き新興の国柄で国民は元気旺盛
で諸産業も勃興し副都市も起り土地の売買も盛んに行われ地下も騰貴するを
以て地主が自然にもうかった所得に対して幾分の課税をするのは租税の原則
にも叶う有力な財源であり，先輩学者の学説が実行されると言ったことは快
心の至りであると結んでいる。佐藤学長は当時の有力知識人であり，その発
言の与えた影響は大きかったであろうし，とくに「北海タイムス」が詳細に
連載したことは重大なことであろう。曰本がドイツのような新興国であると
は当時の曰本人は認めていないが，北海道は新しく開けた地域であることは
間違いがない。その北海道の将来を荷う札幌農科大学長としては，この将来
に土地増価税を見出していたのであろう。それによって再び開けていくこと
になるし，開拓によって所得を得た地主に応分の課税をすることができると
して，賛辞を送ろうとしたことが明らかである。この土地増価税は，臨時制
度整理局での検討のそ上にあげようとしたのである。さらに，北海道の土地
も，ますます高くなっていたのである。土地の売買価格は，本州各府県に決
してピケをとるものでなく，また，北海道の標準地である小樽区（市街宅
地）や角田村（田)，岩内町（郡村宅地）も不景気の中で地価は下っていな
かった（別表２)。むしろ角田村の田は上昇傾向にさえあった。長らく郡村
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宅地のトップであった岩内町も，小樽区にその座を譲っていた。だとすれば，
小樽区や角田村は，まさに全国でも有数な高地価の地域であった。だとすれ
ば，北海道の大地主（その中に佐藤学長も含まれる｡）にとって，土地増価
税は生命をにぎるものであり，無視しえなかった。だからこそ，四曰間にも
及ぶ大連載となったのであろう。奇しくも，そうした地域を皇太子殿下（の
ちの大正天皇）が，明治44年９月北海道をおとずれ，開拓地を視察され，と
（35）
〈に角田村ではﾀﾞﾘ車が徐行したのである。その記事では，－駅ごとに実にく
わしく報じられている。
（２）明治44年12月頃になると，翌年度の予算が話題となった。その頃の報
道によれば，約５億７千万円にして前年度に比して百五六十万円しか増価し
ていない（0.3％増)。それだけ歳計は緊縮整理が急務であり，また募債増税
をさけなければならない状況にあった。海陸軍備の振興及港湾修築及港湾修
築等の重大問題が未定で次年度にくりこされている。それだけ計上支出の方
策がなかったといえよう。それだけ行政・税制の整理を必要としていたが，
桂内閣が着手としたものの西園寺内閣はやめていたので，４５年にかけては，
更に行政整理の必要性に迫られていた。しかし，収支の均衡を支持する意見
（36）
もあったが，それは，４５年度予算を消極的なものと批半Ｉする方がつよかった。
この行政・税制の改正をする必要の緊急性の高い状況を受けて，「臨時制
度整理局」が明治44年12月９曰勅令283号によって設置された。臨時制度整
理局は，内閣総理大臣を総裁としているが，活動の中心となったのは，税制
特別調査委員であり，内閣及大蔵省の官吏より任命された者であった。しか
し，大蔵省理財局長がその選にもれていることから，議員・実業家の委員と
（37）
共に理財局長を委員にｶﾛえ，精細に討究凝議を重ねることを求める論説があ
るとともに，軍部も整理の拡充に理解を示しつつあった。また，若槻礼次郎
氏も，新聞社の取材に応じて，事業の成功を衷心より希望すること，行政を
整理し余裕を生じたる上で租税を軽減することは国民の希望であり吾人も実
現を希望すること，新たに土地の自然増価税を起すことは地租税を根本的に
（38）
改革した後での話であり賛同できない旨，答えている。木し幌農科大学の佐藤
1２
学長が賛成論ともいうべき主張をしたのに対し，若槻礼次郎氏が反論するな
ど，相当の議論が行われていた。とはいえ，各省属僚の手に依って整理案を
（39）
得んとするは木に縁って魚を求めるがごとく無主義無方針であるとの批判カゴ
あるほか，海軍省が自家の主張を貫徹しため艦艇行動費及び士官養成費を削
（40）
減したことは納得できないとの反論もあったことは事実である。そこには，
各省まかせにすることによる整理の不完全さのおそれとともに，海軍軍備強
化論が強いことが明らかとなり，税制及び行政整理を前途多難が浮びあがっ
てくるのである。
（３）臨時制度整理局特別委員は，大蔵省が行った下調査をもとに，整理綱
要を検討した。それは，租税負担の偏重偏軽を是正し，産業発達を阻害する
ものは廃止又は軽減し，賦課徴収の方法を軽減し，徴収制度を改善する中で
新財源を確保することをめざしたが，地方税はあと回しであって，国税の賦
課物件中地方税の財源に移すのが相当であるものは之を調査しようとするの
にすぎなかった。しかも，税制整理により生ずべき歳入の減税は，三つの場
合（ケース）にわけて，すなわち，租税収入の減が(ｲ)’千万円の場合，（ﾛ)２
千万円の場合，㈹３千万円にわけて検討された。約５億7000万円に比して，
２％ないし６％の減少程度の検討にしかすぎず，とても税制の根本をゆるが
すようなものとは言えない。そのことは，「明治大正財政史」もよく自覚し
ており，「現行税制の根本組織を揺憾せしめざる程度に於て，各種租税の偏
重偏軽を矯正すると同時に国民の負担を軽減せんとするに在りたり｡」とし
（41）
ている。そして，新税として適当なものは他日の財源に保留し，今回は新税
により歳入の補てんを要しない程度において税制整理を行うことが最も穏健
にして効果あるものと考えたという。
整理局の審議がはじまって間もなく（明治45年２月）の議会において，所
得税法改正案を政府が「本議会に提出すべし」との建議案が出されたが，結
局，蔵相の「命があれば屹度出します」との言明があったことをうけ，「速
（42）
に」との建議修正案ｶｺﾞ成立した。この結果，所得税法改正案が国民党より提
出されたものの，結局否決され，建議のみが成立することになり，所得税法
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の改正は先送りされている。
この所得課税については，臨時制度整理局もとりあげて熱心に調査されて
いる。そこで，「北海タイムス」も，アダム・スミスの「国富論」（ただし，
新聞では「富国論」となっている｡）を引用し，租税の税率は負担能力の大
小に従って負担額に軽重の差を設〈べきは当然のことであって，政府が労力
所得に軽くし勤労所得に由るを次にし資本のみに由るを重くする方針は当然
のことであるが，所得税賦課の最低限につき所得年300円と500円に上げるこ
（43）
とには反対であるとし，減税の断行は急務であると主張している。これは政
友会の主張に近い。この後，総選挙（明治45年５月15曰）の結果，政友会が
絶対過半数を占めたにもかかわらず，実施が危まれ，実現せざれば人心は離
（44）
れようと「｣上海タイムス」は主張している。
当時の税制整理の論議の根本が負担の衡平にあることは広く知られており，
中に租税は多少にかかわらず国民一般の負担に帰すべきもので，単にある階
級の負担すべき性質のものは之を避けざるべからずという議論があったよう
（45）（46）
である。ここから塩専売廃止反対や郵便税増税，さらには塩の元売拐Iの廃止
も，話題にのぼっている。そのほか，多くの税目が地方税も含めて論議され
（47）
ているｶｺﾞ，増税の余地が少く減収を償うことができないことが次第に明らか
になっていったのである。
ドイツが軍備拡張を起すことになったが，そのための財源として帝国にお
（48）
ける相続税の創設ｶｺﾞ話題となっている。曰本では家族制度の根本を揺がしか
（49）
ねない悪税であるという声があり，大蔵省は防禦に努めていた。ドイツでは，
直税は連邦の唯一の収入であるのに対し，関税消費税．郵便電信収入は帝国
の収入となっていた。もし帝国に相続税の徴収を認めれば連邦の存廃を左右
しかねなかった。また，議会にとって，消費税で軍備拡張財源を調達するこ
とは多数国民に負担させるものであり，相続税は比較的余裕のある上流階級
に負担させることであり，いずれにしても政治的大問題になりうることは当
然であろう。当時のドイツでは，剰余金によることになり，相続税採用を主
張した蔵相が辞任した。新聞が述べるように，英独両国が軍備の無制限拡張
1４
を進める中で共に社会的影響の大きい税制改革（英国は所得税にウェイトを
おく。）をすすめており，その中で相続税に焦点があてられたのである｡日
本では焦点があてられても，その焦点は家族制度の問題と負担の衡平であり，
ドイツとは少し角度が異なっている。けれども，やがて第一次世界大戦を戦
う国々が何れも相続税を含む税制改革問題を抱えていたということになる。
単なる偶然ではないというべきであろう。そこには所得税の限界が見え隠れ
しているからである。
折から明治45年７月初旬，明治天皇は体調をくずされ，曰本列島が暗闇状
（50）
態に陥いると，税帝Ｉ整理及行政整理も中断する。もっとも，水面下で続けら
れた南書記官長，岡野法制局長官の手において作成された案があるなどの報
（51）
道が９月の初めみられる。そして，大蔵省仮Ｉにおいて進められていた税制整
（52）
理は，大正元年１０月１曰についに審議が終了する。地方財政については，内
務省を中心として文部省．農商務両省との間で協議がすすめられ，９月30日
（53）
にまとまっている。それによれば教育費の節減（師範学校寄宿必置帝Ｉの廃止，
高価器具の不購入など）や土木事務の市町村委託，府県事業の見直し，地方
費補助の見直し，地方基金の相互流用などが含まれている。また，国民党も，
同じ頃に，総理は内務・外務・大蔵のいずれかを兼務すること，司法文部両
省を廃止し工部省を新設すること，内閣属官庁を廃合することなどを内容と
する官制改革案を決めている。
このようにして，周辺はうずまりつつあったものの，陸軍師団の増設や海
（54）
軍の拡張については相当な抵抗力iあった。そのため，制度整理の期日遅れが
（55）
予期されており，財政危機であるのにかわりはなかったが，元年１１月20曰に
なっても臨時制度整理局の原案が大蔵省などに送付されていなかった。
（４）大正元12月，特別委員は，整理案を臨時制度整理局総裁（内閣総理大
臣）に報告した。報告された案は，施行初年度に600万円，平年度1200万円
の減税と徴収方法の改正による歳出節減60万円を内容とするもので，租税負
担の偏軽偏重を矯正することを目的とし，権衡上やむを得ざるものの他は税
（56）
率引上(ずや新規課税をしないという減税的整理をしようとするものであった。
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そこでは，地方税の整理や酒税法の制定，さらに収穫皆無の場合の救済方法
は，次回送りとなっている。
三大悪税について（ｉ）通行税について，200哩以上について３階級を設
け，かつ近距離に軽く遠距離に重くするほか，貸切者・回数券利用者・徴収
した営業者に手数料を交付する。（ii）織物消費税については，メリヤス及
フェルトにも課税対象を拡大する。（iii）塩専売について，回送費を全額政
府負担するとともに専売収入率を引下げるなどの改正を，同報告は提案して
いる。
印紙税について，送金小切手に対象を拡大するとともに，すべてを定額税
と改める。取引所税について，営業税と取引税に改組する。砂糖消費税につ
いて，税率を低減するとともに，飴にも課税を拡げる。醤油税について製造
免許制限石数を設ける（１年間50石)。営業税について，物品販売等の卸
売・小売について階級を二段階に区分し，銀行業の課税標準に借入金を加え，
料理店業及旅人宿業の課税標準に収入金額を加えるなどの課税標準及び税率
の改正を行うのにあわせて，課税最低限を引上げている。
所得税について，重要な改正を提案している。まず，合名会社及合資会社
(甲種法人）に対し1000分の30から1000分の220までの超過累進税率で課税す
る。株式会社及株式合資会社について1000分の60に引下げるとともに，株
主・社員が20人以下のもの，又は払込株金額及び現実出資金額の２分の１以
上が同一人又は同一親族の払込又は出資に係るものに対しては，甲種法人類
似とみなして超過累進税率を適用する。これは，税法における大小区分立法
の一例である。
また，銀行定期預金の利子に対し新たに1000分の20の率で課税する。株式
会社又は株式合資会社の年1000円以上の配当金所得に対しては６段階に区分
して，1000分の10ないし1000分の120の累進税率を課す。利子所得にも累進
制を導入しようというものである。
第３種所得（個人の所得）に対し，階級を増加して超過累進税率を採用し
税率を1000分の18から1000分の250（現行1000分の20から1000分の203）に改
1６
め，他方免税金を300円から400円に引上げる。注目すべきは自己の所有の家
屋に居住するときはその家屋の賃貸価格を所得に加算することであり，帰属
家賃を課税しようというものである。また，勤労所得はその２割を控除した
ものに課税しようとしたが，これは給与所得控除の原型である。
さらに，非営利法人には課税しないとすることを表現し，公共団体・神
社・祠宇・仏堂・公益法人には課税しないと表現を改め，相互保険会社及会
員組織の取引所には課税することを明確にした。これは，現代のＮＰＯ法人
などの制度の始めといってよい。さらには所得調査委員選挙の手続を改善し
ようとしている。
国税徴収制度について，市・区及勅令を以て指定した町制地について国税
の委任徴収をやめようとしている（これは，経費の節減のためである｡)。委
任徴収がのこる地域については，手数料を納税告知書１通に付き１銭及徴収
税額の１００分の１とする。さらに，地方団体や他の官庁の動きにならい証券
（57）
納付や口座振替を認めようとしている。この点に関しては，市町村の動きを
後から認めるものであるが，時代の変化に対応しようとするもので，決して
軽視できない提案であり，「明治大正財政史」が詳しくのべるのは当然であ
る。
（58）
検討されたものの総裁に報告されなかったものとして，土地増価税・壮丁
税・清涼飲料税（－石につき５円）・化粧品税（定価の１割）がある。清涼
飲料税及び化粧品税は，当時盛んに売れるようになったもので課税すべき理
由があると認められるものの，見積られる収入額がそれほどでないうえに徴
税経費がかかるとして，総裁には報告されなかった。
土地増価税は，前述したように，札幌農学校の佐藤学長も講演しているご
とく，知識人の関心が強く，英独その他でも実施され所得概念を拡張してい
こうとする時代（シャンツの所得概念をめぐる論争）において，さらにワグ
ナーの財政学を更に押しすすめていこうという時代において，学問的にも興
味深い税制であったに違いない。そして，新税計画の大綱によれば，所有権
の譲渡ありたる場合において，譲渡価額が取得価額を超過するときにその超
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過額すなわち増価額（この計算は，現代の譲渡所得の算定方法に似ている。
ただし，所得原価及び所得時期不明のときは，譲渡前20年前の価格としなお
不明のときは政府が評定する｡）に対し，土地一筆ごとに増価額を計算して
課税する。増価額が取得価額の100分の５に満たないとき又は譲渡価格が500
円に満たないときは，土地ころがしにあたる場合をのぞき課税しない。増価
が取得価格の100分の500超のときは増価額の1000分の150,増価額が取得価
格の100分の10以下のときは増価額の1000分の15を税率とするとともに，所
有期間１年ごとに税額100分の１を減ずる（ただし，２０年になると考慮しな
い｡)。これが実現されていれば，第一次世界大戦のインフレ時や，第二次大
戦後のバブル時代には大いに役立ったことだろう。
しかし，土地増価額を算定することは，宅地地価修正以上の作業を要する
ことは確実で，多額の経費を要する上に，新税であり，最初から高税率とは
いかないので多くの税収は期待できない。しかも，異議申立が予想され，い
くら審査委員会が置かれても，事務に手がかかる。さらに，不動産移転にか
かる登録税などを考えると負担を増加させる新税にさらに抵抗が強くなるで
あろう。こうしたことから，「明治大正財政史」は地価増価税の施行を見送
（59）
ったとするのも当然である。当時の状況ｶﾇ第一次大戦時のような好景気であ
れば，実現可能であろうし，北海道の中でも田畑の標準地となっていた角田
村の地主（北海道の大地主でもある｡）にとって新税は重大事であったから
こそ，政友会系といわれた「北海タイムス」が佐藤学長の講演を連載したの
である。
（60）
同時Iこ，「壮丁税」は，明治39年の「税法審査委員会審査報告」以来，と
りあげられつづけてきた構想であり，臨時制度整理局の特別委員の間でも詳
しく論議されている。この「壮丁税」は多くの人によって，とりあげられて
きた。今回の事務当局のサイドの案によれば，帝国臣民にして常例の常備兵
役と服していない男子に課するもので，定額（３円）に第３種所得税の20％
を加算し，毎年６円・１０月及翌年２月を納期とする。兵役に入るも７年を経
過せずして常備兵役を退き若くは兵籍を離れた場合には，その事実が確定し
1８
たる翌年より起算し服役又は入籍の年より７年に満つる期間，普通税額の半
額を納めさせるものである。前回の「税法審査委員会審査報告」では条文化
されていなかったのに対し，今回では条文化されており，それだけ具体化に
（61）
向け－歩進んだものといえよう。たしｶﾕに，昔から兵役を免れる動きがあり
例を挙げるのに困らないし，マグナカルタに出てくる兵役免除金（エイド）
もあるうえに，現代でも欧州諸国に例がある（スイス，フランス，オースト
リー）ことを考えると，軍事負担を果さない者に金負担を課することは，す
こぶる公平である。しかし，臣民の三大義務である兵役の義務に対し，税を
払うことによって免ることを認めることであり，兵役の義務の神聖を冒とく
（62）
するものとの反対論ｶｺﾞあった。こうした反対論は耳に入りやすい。免役者も
国民経済上の貢献をしていることも事実である。当時の特別委員は，この反
論に再反論することはたやすいとし，そこまでの財政需要はなかったという
が，「税法審査委員会」の報告当時，既に37万５千余人に課税し324万余円の
実収額が見込まれるとなると，簡単にあきらめられたのだろうか。陸海軍の
軍備拡充をやるとなると，必要であったはずである。また第一次世界大戦に
おける近代の総力戦をみると，簡単にあきらめられるはずはない。やはり，
兵役の義務の神聖をおかすものという批判にはこたえたであろう。曰露戦争
の際にほとんど反対もなく成立した相続税について，この当時既に家族制度
（63）
に反するものとして廃止ｶﾇ論議されており，壮丁税法案を提出すると二方面
作戦をすることになるからである。
（５）臨時制度整理局は税制整理案を政府に提出したが，あたかも，第30回
帝国議会が召集されようとしていた（大正元年12月24曰召集)。しかし，既
に，１１月22日に上原陸相から各閣僚に対し増師計画及びこれに伴う整理案を
提示したのに対し，西園寺首相は別個付議を求めたものの，１１月30曰に閣議
は２師団増設を否決し，決裂状態に入っていた。他方，上原陸相は12月２曰
（64）
に辞表を提出した。減税はとても期待できない状況にあった。内閣はいきづ
まり12月５曰総辞職し，１２月21曰桂内閣が成立し，蔵相に若槻礼郎が就任し
た。桂内閣の方針は，軍備拡張を延期し，制度整理は踏襲し，減税は行わず，
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国債は確実に償還することなど力iあげられていた。
この中で，関東倶楽部・東京支部・院外団の政友会三派は，官僚政治の根
絶・憲政擁護を１２月17曰作成し，１２月19日以後盛んに憲政擁護大会が開かれ
るようになっていた。大正２年１月になっても政争はやまず，１月19曰国民
党も閥族打破と憲政擁護の宣言と桂内閣弾劾決議を採択したが，１月21曰以
降国民党は分裂を始める。桂内閣も新党結成をすすめ，２月７曰に立憲同志
会を命名した。その直前の２月５日に15曰間の停会後，議会が再開されたが，
内閣不信不信任決議案が提出され，また５曰間の議会停会がなされる。その
曰以降議会のまわりを民衆がとりまく中で桂内閣は新党を立憲同志会と命名
したものの，ついに桂内閣は２月11日に総辞職する。それでも，全国各地で
騒動がおさまらない中で，２月20曰に山本内閣が成立するが，そこでは，首
相・外相・陸相・海相を除く閣僚は政友会員であった。この内閣との提携に
国民党は反対し，また政友会からも24名が脱退し政友倶楽部を結成し，政友
（66）
会も過半数を害Iることとなった。
このように，明治から大正にかけて政変の繰りかえしの中にあり，税制も
相当の動揺をみせた。その時代はいわゆる「大正デモクラシー」の最初の部
分でもあり，「社会政策的配慮」の導入が始まる時代でもあるが，臨時制度
整理局の報告は，もともと歳入欠陥の中で，歳入欠陥を補てんする目的で新
税を創設することはせず，新税に依り歳入の補てんを要しない程度において
税制の整理を行おうとするものであったが，それでも，全般的な減税整理を
行う財政事情でないことは歴代の財政当局者はくりかえし述べている。そこ
で，政府は，大正２年度において行政整理及財政整理を行った結果，確実な
財源が生じるのを待って本格的な税制整理を行うこととして，第30回帝国議
会に総合的税制改革案は提出されなかった。しかし，所得税及び営業税につ
（67）
いては，前年に所得税及営業税について整理を議会に提出することを言明し，
公約扱いされているし，政府も公約と考えていることから，政府は所得税と
（68）
営業税について第30回帝国議会に提出した。政府はこのほか，非常特ＢＩ税法
廃止法案も提出しているが，「北海タイムス」は，大正２年の税制整理の動
2０
きに言及することが少ない。「北海タイムス」は，そのかわりに，拓殖１５年
（69）
計画の動きに言及することが多い。
提出された案は基本的には臨時制度整理局案（以下，しばらく「整理局
案」という｡）に沿っている。所得税については，第一種甲の税率を最低
1000分の40，最高1000分の220（整理局案最低1000分の30，最高1000分の
220)，第１種乙の税率を1000分の6５（整理局案は1000分の60)，第３種所得
の税率について1000分の60とし，銀行定期預金の利子及び株式会社等の高額
配当に課税しない（整理局案は1000分の65で高額配当にも課税する）とし，
第３種所得の税率を最低1000分の25最高220（整理局案は最低1000分の18，
最高250）で帰属家賃に現行通り課税しない（整理局案では課税する)。免税
点を現行300円から350円とし（整理局案では400円)，１０００円以下の第３種所
得に対し50円ないし150円を控除する（いわば定額控除で整理局案にはない)。
さらに，勤労所得について１割を控除した後に課税する（整理局案は２割を
控除する）などの修正が加えられたが，増税幅が抑えられている。また，営
業税について，課税最低限を引上げることなく現行通りとし，臨時制度整理
局が改めるべきとした課税標準及び税率について整理局案に比して税率を軽
減している。この結果，両税あわせて878万円の減税となるはずであった。
第30回帝国議会において，所得税法改正案が衆議院で第一読会が開かれた
のは３月４日，委員会がスタートしたのは３月５曰であり，実質的に審議が
始まったのは３月１２曰，委員会の審議を終了したのは３月24曰である。営業
税法改正案は，３月13曰に第１読会が開かれ，委員会が終了したのは３月２５
曰であった。紛糾したとはいえ，例年の税制整理の審議に比して遅かったと
言うことができる。内閣交代と２回の停会のしからしむるところで，議会が
再開したのは２月27曰であることを考えると，よくも改正法が成立したとい
える。衆議院が大正２年度予算案を３月15曰に５票差で，可決し，３月26曰
に貴族院がその予算案を可決し，ようやく成立したのにすぎず，新聞社も税
制改正について詳しく追跡していく余裕はなかったのである。
（６）所得税法改正案については，批判が集中した。まず，町田忠治代議士
地価問題と北海道の税務行政組織(7)（西野）２１
は，国民が早い改正を待ち望んでいるのに何故に大正２年より実行しないの
かと質問した。高木益太郎代議士も，昨年には大正２年より減税するという
政府の約束を信じ政友会は減税の建議案を撤回しており，政友会の幹部が入
（70）
閣しているのに何故大正２年より実行しえないのか追及した。これに対し，
勝田政府委員は，桂内閣の作成した予算案は減税が含まれていないが，交代
した内閣は予算案をつくりかえる余裕がないのでそのまま提出したと答弁し
ている。
また，株式会社について三倍増になるのは平時ではおかしい，また徴税方
法の改良も見られないのではないかと高木益太郎代議士が追及したのに対し,
政府は二倍にはなるかもしれないが家族同様の者の間の分配であり負担の均
衡を得るのにやむを得ないし，調査委員会の権限を強化することは検討に値
（71）
するが，諮問から決定委員会にするのはどうカコと答えている。この二人の質
問は後に尾を引く。
この中で，法人税の対象となる大小区分の基準について，納税者側は株主
を増やすだろうという危｜倶が示されているが，政府側も十分に予想しつつも，
全部の目的を達しえずとも一部は達しうるし，法人の所得であるからといつ
（72）
て低い税率にしなければならないという理由はないと回答している。また，
この改正が個人営業をおおいに奨励しているのか，合資合名は脱税のみでで
きいても日本ではなくてもよいのかという質問が町田忠治代議士が行ってい
る。この質問に対し，農商務大臣は，個人合資合名というものが盛んになっ
て始めて国力の堅実な発達ができるのに税は株式会社を誠にかわいがってい
（73）
ると考えるｶｺﾞ，この程度ならば産業に格別害を及ぼさないと答弁している。
この問答は，中小会社に対する課税のあり方の根本についての問答で大蔵省
とニュアンスを異にし，今後くりかえされていくことになる。
（74）
委員会での討論Iこ入り，重要な修正がｶﾛえられた。すなわち’第１種法人
所得税について，わが国の商工業の発達を阻害する虞れがあるとして，第１
種甲（合名会社及び合資会社）について現行税率以上に増加しないように
,000分の40ないし130（提出案は1000分の40ないし1000分の220）にとどめ，
2２
第１種乙（株式会社，株式合資会社，その他の法人）も現行通り1000分の６２
半（提出案では1000分の65）とし，株式会社・株式合資会社にして払込株式
金額及原案の出資金額の２分の１以上が同一人又は同一親族の払込又は出資
に係るものなるときは甲種法人類似のものとみなす規定が削除された。また，
第３種所得に対する課税最低限はわが国の現在の生活費にかんがみ400円に
引上げた（提出案は350円)。そのほか，無申告者・虚偽申告者及収税官吏の
職務を妨害した者に罰金過料を課する規定は，所得税が名誉税であるから制
裁を課するべきでなく人権問題にも関係し，納税義務者に対し予期しない迷
惑及び損害を与えるおそれがあるとして，削除され，沖縄県に所得税法を施
行することは経済状態にかんがみ重すぎるとして大正７年分より施行するこ
ととされた（北海道より状況が悪いことになる)。そして，できるだけ速や
かに適用することがのぞましいとして大正２年５月１日より実施し，第３種
所得については大正２年分より適用することにされた。政府は財政計画上の
理由，すなわち予算は衆議院で決定（＝可決）されており，600～700万円の
減税となると歳入歳出の権衡を維持できないことを理由として，反対してい
(75）
る。この結果，大正２年度予算は赤字予算となる。それｶﾕら，課税最低限の
引上げ及控除額の引上げは各自の均衡と財源との相談という菅原通敬政府委
員の発言は一理があることになるのであるが，それよりも無申告者への制裁
規定（46条）の削除の方は痛かったようである。欧州が誠実に納税の義務を
履行しているのは最後の履行という場合に制裁があるからであり，誠実にも
申告するのであり，実際の実行の上で公平を保たなければならないと政府委
（76）
員ｶｺﾞ強調していることは理解さるべきであろう。これらの修正は，本会議で
（77）
賛成者ｶｺﾞ多く，委員会の報告がなされた同日に衆議院を通過し，貴族院も通
過成立した。これとあわせて，非常特別税法の廃止適用期を所得税法の施行
日の修正にあわせたうえで，成立した。４月８日の公布を受けて，大正２年
（78）
４月28日に内計llの改正が行われている。
（７）営業税法については，衆議院の委員会で物品販売業中の甲の税率（整
理局案は卸売万分の10,小売万分の25．提出した案は卸売は万分の８，小売
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は万分の20）を適用すべき種目に砂糖・薪炭・麦粉を加え，乙（整理局案は
卸売が万分の12,小売が万分の30．提出案も卸売は万分の12,小売は万分の
30.ただし衆議院で卸売の乙は万分の11と修正）を適用する兼種から，砂
糖・麦粉をのぞき麦桿真田・銅鋼鉄地を加える修正がなされた。また，銀行
業の課税標準に借入金額を加えること，及料理店業及旅人宿業の課税標準に
収入金額を加えることが削除されたし，多くの税目について税率を引き下げ，
また課税標準を届出ないとき又はその届出を不相当と認めるときは政府が算
定するとの規定が削除された。さらに無申告者・虚偽申告者・収税官吏職務
執行妨害者に対する罰則規定も所得税法にならって削除され，課税標準の計
（79）
算方法に関する規定も法律ではなく勅令の規定によることとされた。この計
算規定の削除は，現行通りにしようというものであるが，一部に法律できめ
るべきものという意見（阪本彌一郎・守屋此助）は少数であった。削除案を
（80）
提出したのは田辺熊一代議士であるｶﾇ，法律によって決めると言いながら，
すべて削除してしまった結果，逆に勅令によることになり，一貫しないもの
となってしまう主張をくりかえしている。田辺熊一代議士を中心とするグル
ープ（守屋此助代議士は政府党と呼んでいる｡）が中心となって削除してお
り，その票数はすべて１３票である（27人の委員が出席)。このグループは，
大蔵省の精神にないことをする収税吏がいると思いこんでいる。
衆議院の委員会で営業税法改正案がこのように修正可決されたのが大正２
年３月25曰であるが，曰程変更して３月25日に緊急上呈され可決された。す
ぐに貴族院に送られ，所得税法改正法案と同一委員会に付記され審議に入っ
たものの，会期末であり会期満了してしまい，営業税法の改正は成立しなか
（81）
った゜政府は，衆議院の減税修正によって財源に相当困っているｶｺﾞ，院議を
重んじ，財務整理をまって３年度よりこれだけの減額をすることに同意した
と述べている。所得税と扱いを異にしたことが，営業税法の不成立は，営業
税廃止運動を激化させる結果となったことは，「明治大正財政史」も認めて
（82）
いる。とくに，いったん成立しかけたのに流産したことは，三税廃止運動に
（83）
火をつけﾒﾆと解することができる。
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（８）このほか，地租徴収に関して，第28回帝国議会において他の国税徴収
交付金と同様に税額の100分の４とするように求めた建議が可決していたが
これを受けて第30回帝国議会に国税徴収法改正案が議員提出され，委員会で
（84）
可決されたものの審議未了となってしまっている。この法案の動きについて
は「北海タイムス」にも報道されている。この法律案について，政府委員も
不公平であることを認めているが，二百四，五十万円の歳出を要し歳出に少
なからぬ影響を与えるとともに，国が直接徴収した方が安いほか，事務の簡
捷を計ることが必要であるなど研究することが多く政府は同意しかねるとし，
（85）
将来における政府の調査にしばらく委せてほしいと意見を述べている。
さらに，第30回帝国議会においては，通行税・塩専売・石油消費税・営業
税の廃止法案，及び織物消費税の半減する法案が提出されている。このうち，
営業税廃止法案は営業税改正法律案を審議する委員会に付託されて否決され，
その他は全て衆議院において審議未了となっている。従来からの三税廃止運
動に火をつけることになったことはまちがいがない。
さらに，酒造税法改正案（委員会可決)，地租条例改正案（委員会審議未
了一前述の廃止法案と同一委員会で審議)，登録税法改正案（委員会一修正
可決)，降雷被害地地租免除二関スル法律案（委員会可決)，米及籾移入税廃
止二関スル法律案（委員会修正可決)，私立学校用地免租に関スル法律案
(委員会可決）と多くの議員提出がなされている。いずれも成立することが
なく，大正２年７月皇室令８号により，皇族所有の土地（皇族賜邸を除く。）
に対し地租に関する法規が適用されることになった（同年８月20日より施
行）のであり，租税法律主義がより正確に適用されることになったのである。
（９）ようやく５票差で衆議院で大正２年度予算案を通過させ，３月26日に
貴族院からようやく大正２年度予算案の承認をとりつけた政府は，行政整理
を行う勅令を大正２年６月13曰に公布した。この問題に関する記事の一覧に
ついては別表４参照。大蔵省関税局を主税局に，国債局を理財局にそれぞれ
合併させ，理財局銀行課を大臣官房に移し，また，農商務省工務局及商務局
を合併し商工局となった。このほか，陸・海軍省官制が改正され，大臣・次
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官の任命資格より現役の制限が除かれた（一時期，参謀総長が反対し，首相
（86）
の折衝により陸相ｶｺﾞ改正を承諾した｡）という大きな改正があるほか，枢密
院顧問官の定員が28人から24人に減員された。また，内務省宗教局が文部省
に移管され，宗教行政と神社行政との分離が徹底されるとともに，文部省内
の視学官が督学官と改称され，北海道及び府県に視学官が復活するなど，各
方面で重要な行政制度の改正が行われ，官吏も6,428名減少した。
税務機構においても，京都・秋田・宇都宮・長野・鹿児島の５税務監督局
が廃止され，税務監督局は８局となった。税務署も12署が廃止され，388署
となった。この中で，札幌税務監督局および北海道内の15税務署はそのまま
残った。職制についても，税務監督局に新たに税務監督官（奏任）が置かれ，
税務監督官補が廃止されて事務官（奏任）が置かれた。署の税務官は，司税
官および副司税官（いずれも奏任）と改称された。定員は，税務監督局では
局長８，税務監督官３，税務副監督官５，事務官１８，技師８，属410,技手
100の合計552名で138名減少している。署については，司税官30名，副司税
官120名（両皆あわせて従来の税務官と同数)，属5498名（397名減)，技手
165名（39名減）で計5804名で436名減少となった。この結果，局署あわせて
（87）
6356名となり574名も減少した。木し幌税務監督局についてみると，明治45年
には定員34名（うち税務監督官補２名）であり，大正３年には33名（うち税
務副監督官ゼロ，監督局事務官２）でほとんどかわりがない。なお，札幌税
務監督局に税務副監督官が１名置かれるのは大正４年になってのこと（監督
（88）
局事務官２名の内１名を振り替え）である。同じように税務署の職員は，
196名から197名とかえって増加している。局署あわせて同人数というところ
で，全国的にみて現状維持というクラスに属する。もっとも，税収を明治４１
年と大正２年とを比較する（別表３）と，全国ベースではのびているが，北
海道は減少しているので，面積の広さで救われたのかもしれない。ただ，地
租に関しては，ほぼ同率であるから，全国的には不景気ではあっても低成長
を続けていることになるが，北海道の経済の底は浅かったということになる。
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そこには凶作による地租の免除延納を無視することはできない。
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この官制改革について，札幌税務監督局長は，本道は創始時代で年々増設
する必要はあるものの既設の機関を縮少すべきものはない。欠員あるものも
無理に補充を避けており，大淘汰を何ら必要はなく，行政整理と冗員淘汰は
府県において実行せらるべきもので，本道において行う余地は存しないと，
（90）
のべている。
ところで，全国的にみて反対運動の強い営業税について，北海道でも反対
が強いことは事実である。小樽では函館でとりつつある組合調定法（商工連
合会で各営業者の営業申告を一括して届出るもの。一種の集団申告）をとる
べきであるが，活用しないときは営業税査定方針について税務署に申し出よ
（91）
うという動きがあった。この点については，ノI､樽税務署は好意的な感触を示
したようであるが，菓子商・海陸物産商などでも請願を行っているところか
らみると，北海道はこうした請願が多い地域である。こうした営業税の現状
について，税務当局者は，営業税の増加は営業の進歩と営業税調査方法の進
歩によるもので，税務の殊求苛察によるものではないし，営業税の納税者は
（92）
納税義務を軽んじていると避難している。もっとも辮内入期曰前に督促状を調
製しておき期曰の翌日直ちに督促状を発し，本税以外に多額の手数料を徴収
する例があるようで，これに対し，札幌税務監督局長は弊害が多く`慎むべき
で，滞納者を多くさせる原因には徴税吏の取扱不親切にもよると訓示してい
(93）
る。木し幌区は，徴税期日をくりあげて納入期日とした令書を発し,その曰を
－両曰徒過しても之をうけ入れ，かつ納入期曰前にも注意を促し，期曰に納
付納付せざれば使丁をもって促し，また，督促状は予算のより発付すべしと
公示しているという。しかし，期曰より前に納入曰を定めることは当時とし
ても適法なのであろうか。それだけ滞納が多く徴収に苦労されていたことを
示す事実ではあり，国税当局はそこまでは行っていなかったことを示すもの
と解することができる。
こうした中で，すでに高まった営業税への不満，徴税の批判が，護憲運動
とからんで，複雑な動きを示しはじめた。しかも，中国や欧州における争い
が，きなくささを発生させていることを，多くの新聞はこの当時明らかにし
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ており，さらに複雑な動きとなり，新たな税制整理の実行へ向かわせていく
のである。すでに，９月初めには大蔵省は次の税制整理に向って，各種の税
（94）
種について調査を始めた。大蔵次官は，明年度予算方針ｶｺﾞ閣議によって決定
せられても短時曰の間にその振割りを決定することは困難であり，下準備的
に調査をすすめているが，既に多方面にわたって研究を重ねていることから，
それほど困難を感じないとの談話を明らかにしている。このようにして，海
外情勢が緊迫化する中で，大蔵省も政党側も次の税制改正に向けてスタート
した。
注
（１）有馬学「｢国際化』の中の帝国日本」中央公論社，ｐ､７～p､38゜
（２）当時，帝国大学を始めとする各種公私高等専門学校の卒業生が年々数千に達
している中で不況下にあり，いわゆる高等遊民問題が発生していることもその一
因にある。行政府も毎年のように行政整理がなされ，帝国大学生の行き先も狭く
なっており，日露戦争に伴う企業の増加に伴って大学生の需要が大幅に増加して
いた。そこで，高等専門学校が多数設置されたが，戦後の不況により高等遊民問
題が発生した。そこで，明治44年８月15日付読売新聞の論説は，殖産興業を図る
ことが正当であり，危険思想を防止することに止まらないとする。
また，明治44年12月14日付読売新聞には「陸海軍整理難」と題する記事があり，
行政整理が続いていることを示している。１２月12日の「臨時整度整理局の設置」
につづく。
（３）明治44年２月１日付読売新聞「桂西提携由来の真相｣。
（４）明治44年12月23日付読売新聞「漢口へ出兵」「当局の出兵談｣，同７月21日付
以降「疑問の日米開戦論｣。また，明治44年10月22日・１０月30日・１１月16日・１２月
８日・１２月13日の「北海タイムス」は，かなりのスペースを割いている。
（５）たとえば，明治44年の読売新聞には次のような記事がある。
「英国の社会主義」６月９日・１０日．１２日。
「社会政策一危険思想撲滅法」６月６日・７日。
「労働階級の勢力」９月29日（論議)。
「高等細民の救済」３月１日（論議)。
「工場法の実施立限」４５年７月20日（論議)。
（６）明治44年から45年にかけて，「読売新聞」及「北海タイムス」には米価及び物
価に関する次の記事がある。
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米価問題（上）
米価問題（下）
鮮米輸入税
米価問題（上）
米価問題（中）
米価問題（下のｌ）
米価問題（下の２）
米価問題と農村教育
米価問題
ス
ス
ムムー元一元一元一元一元圭元一元
イ
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読
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夕
夕１ 型溺朋４７８９ⅡⅡ
(備考）読売：読売新聞タイムス：北海タイムス
（７）「北海タイムス」明治44年11月27日から12月９日まで，「地主対小作人｣。
（８）「読売新聞」明治44年２月27日付論議「勧業及び農工両銀行法修正案｣，同３
月16日付論議「特種銀行問題段落｣。
（９）「北海タイムス」明治44年９月５日及６日付の各２面の巡行記事。
(10）「読売新聞」大正元年10月19日付論議「増師問題｣，同10月20日付「海軍拡張
と官紀」
(11）「北海タイムス」大正２年１月19日から１月25日「閥族と財政｣，同44年10月
７日付論議「公債政策の改良｣。
同様に，財政問題を詳しく論じた主要なものとして，以下のようなものがある。
誌名 日付 標題
｢北海タイムス」 大正２．２．２４
大正２．２．２３
大蔵大臣と財政策
財政策を踏襲せしめよ。
｢読売新聞」 加配
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論議「国民経済の基礎」
論議「借金51円」
｢財政問題説明（松本大蔵次官談)」
論議「現内閣の財政方針」
論議「国民経済の整調」
論議「公債整理の方針」
論議「減債基金問題」
論議「財政の先決問題」
論議「財政難の救済」
論議「貧困なる財政策（上)」
論議「貧困なる財政策（下)」
論議「所謂財政の余裕」
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(12）「読売新聞」明治44年７月２日付論議「脱税」
(13）「北海タイムス」明治44年４月25日「本道の納税成績｣，１１月８日，１２日「本
道徴税成績（上）（中)｣。
(14）「北海タイムス」明治44年10月13日「徴税と郵便局一片倉札逓総務部長談｣。
(15）（13）と同じ。
(16）「北海タイムス」明治44年３月５日付論説「本道自然増収｣。
大正２年度の北海道拓殖費について「北海タイムス」大正２年２月25日付「拓
殖費に就て｣，同２月６日付「自然増収の打撃一未開地森林収入減す｣。これに
よると大正元年予算に比すると北海道拓殖費は11万6785円増加しているが，港湾
費のみ増加しているほか，森林収入が減少していることも他の事業をくりのべさ
せる一因となっている。
なお，「北海タイムス」大正２年３月４日付は，「北海道協会」が「地価騰貴策
と拓殖機関」について例会に建議することになったと報じている。
(17）「北海タイムス」明治44年３月５日付論説「北海自然増収｣，３月７日付論説
「自然増収問題｣。
(18）「北海タイムス」明治44年６月15日，１８日「新事業と財政（上)，（下)｣。
(19）「北海タイムス」明治44年10月14日付，「道庁事務刷新に就て｣。
(20）「北海タイムス」明治44年11月22日～26日付「流木税新設に就てＨ～(四)」前田
政八寄稿。同11月27日付「流木税は悪税」某専門家談。
(21）「北海タイムス」明治44年11月25日付「流木税問題（山田内務部長談)｣。
(22）「北海タイムス」明治44年11月25日付「流木税反対意見｣。
(23）「読売新聞」明治44年12月１日付「酌人税延期に決す」「家屋税増徴乎」「庭園
税新設建議｣。
(24）「北海タイムス」明治44年６月23日付「吉田局長談｣。
(25）「北海タイムス」明治44年３月１２日付「本道地租収入成績｣，同３月２１日付
「本道所得税徴収成績｣，同12月９日付「河西納税成績｣。
(26）「北海タイムス」明治44年９月11日付「糸屋銀行十周年｣。
(27）小樽区における所得調査標準をめぐる粉は，「北海タイムス」に次のとおり詳
しく報道されている（このほかにもあるのは当然)。もちろん，小樽税務署には，
署長秘録等があるはずであるが，現在のところ確認できない。
｢北海タイムス」の小樽区所得調査標準をめぐる主要報道（一覧）
日時 標題
８月８日
８月９日
８月12日
８月13日
８月13日
小樽区民恐`院（上）－所得調査標準と納税軽減の運動
小樽区民恐,慌（下）
小樽所得問題
所得問題大会（七十余組合代表者の集合）
小樽所得問題（銀行貸出張尻の増加）
地価問題と北海道の税務行政組織(7)（西野）３１
(28）「明治大正財政史」第６巻173頁。
(29）「明治大正財政史」第６巻173～174頁。
(30）「読売新聞」明治44年２月14日付論議。
(31）「読売新聞」明治44年３月11日付「国税問題解決」（昨日の代議士会承認)｣。
(32）「読売新聞」明治44年９月13日「税制整理問題（菅原主税局長)｣。
(33）「読売新聞」明治44年９月19日付「税制整理要旨（渋沢男爵談)｣。
(34）「タイムス」明治44年11月30日～12月３日付「土地増価税Ｈ～(四)｣。
(35）「北海タイムス」明治44年９月５日付及６日付の鶴駕奉送光景をめぐる報道。
ここでは一駅毎の歓送迎のありさまが描写されている。
(36）「北海タイムス」明治44年12月１日付「予算と整理｣。
(37）「読売新聞」明治44年12月12日付論議「臨時制度整理局の設置｣。
(38）「読売新聞」明治44年12月12日付「制度整理局評（若槻礼次郎氏談)｣。
(39）「読売新聞」明治45年１月１日付「所謂整理事業（武富時敏氏談)｣。
(40）「読売新聞」明治45年１月12日付「海軍行政整理の弊｣。
(41）「明治大正財政史」第６巻176頁。
(42）「読売新聞」明治45年２月10日付「所得税案決定（山本蔵相の言明)｣，同２月
７日付「所得税葬らる（幹部一言なし)｣。
(43）「北海タイムス」明治45年５月20日付１面トップ「所得課税方針｣。
(44）「北海タイムス」明治45年６月２日付東京便「制度整理の懸案｣。この不安は，
「読売新聞」明治45年６月11日付論議「制度調査如何｣，同６月７日付増税内定か」
の中にもみられる。
(45）「読売新聞」明治45年４月23日付論議「負担衡平の真意義一税制整理の根
本」の同６月１日付論議「物価騰貴と税制整理｣。
(46）「読売新聞」明治45年４月28日付「整理と完売捌｣，同４月２日付「塩税軽減
方法（濱口専売局長談)｣。
(47）「読売新聞」明治45年４月29日付「税制整理難｣，同５月30日付論議「清涼水
課税｣，同６月10日付「制度整理の方針一付加税制限と特別税｣。
「北海タイムス」明治45年５月３日付「税制整理の内容｣。
(48）「読売新聞」明治45年５月９日付論議「独逸社会党と相続税｣，同２月24日付
論議「独逸議会と相続税｣。
(49）「読売新聞」明治45年６月６日付「相続税と大蔵省｣。
(50）「日録２０世紀１９１２（大正元年)」講談社，平成10年。
(51）「読売新聞」大正元年９月５日付「所謂官僚政治｣。
(52）「読売新聞」大正元年10月３日付「税制整理案成る｣。
(53）「読売新聞」大正元年10月３日付「地方税制整理｣。「民党官制改正案｣。
(54）「読売新聞」大正元年10月17日付「官邸会議の裏面｣，同10月20日付海軍拡張
と官紀｣。
(55）「読売新聞」大正元年11月２日付論議「財政期の救済（再)｣，同11月22日付
「政局の転機現に切迫す｣。
3２
(56）「明治大正財政史」第６巻177頁～190頁。
(57）（14）参照。
(58）（34）に同じ。「明治大正財政史」第６巻191頁～195頁。
(59）「明治大正財政史」第６巻191頁。
(60）「税法審査委員会審査報告」では，410頁から419頁にかけて，「壮丁税」がと
りあげられている。
(61）たとえば，戸部良一「逆説の軍隊」1998年，中央公論社42頁～47頁。
(62）「税法審査委員会審査報告」412頁。
(63）「税法審査委員会審査報告」379頁のところに，「相続税ハ第二次非常特別税ト
共二戦時ノ財源トシテ制定セラレタルモノナルヲ以テ世間往々相続税ハ非常特別
税卜共二整理セラルヘキモノナリト為ス者アリ其ノ他相続税二関シ改廃ノ意見ヲ
有スル者アルヲ以テ委員会ハ慎重二之ヲ審査シ」とする。なお，同審査会は改正
の要なしとした。
(64）「読売新聞」大正元年12月１日付「増師問題破裂」・「減税畢境牢望｣，同12月
６日付論議「内閣愈瓦解す整理を公表せよ｣。
「北海タイムス」大正元年12月30日付「整理事業の成功｣。
(65）「読売新聞」大正元年12月18日付「大命桂公に降る」「新内閣の政綱｣。
(66）「近代総合年表」岩波書店，1968年。210頁～217頁。「北海タイムス」大正２
年２月23日付「新内閣の財政方針｣。「北海タイムス」は政友会の動きを詳細に報
告するものの，この時期は税制整理についてあまり言及していない。
(67）（42）と同じ。
(68）「明治大正財政史」第６巻199頁。なお，政友会の機関誌「政友」は，税制整
理にはあまり言及していない。
(69）たとえば，「北海タイムス」大正２年１月１日から１月10日にかけて「本道拓
殖政策」Ｈ～(四)という論説が掲載されている。呑崔生という著名がある。
また「北海タイムス」は，大正２年３月15日・１６日に１面に「所得税法改正案」
を論じ，３月18日に「営業税法改正案｣，３月21日に「改正反対に就て」を論じて
いる。「読売新聞」は，論説のところで，２年３月14日に「所得税と改正案｣，３
月16日に「営業税改正案」として論じている。
(70）「帝國議会衆議院委員会議録」2-105～107頁。
(71）「帝國議会衆議院委員会議録」2-107～111頁。
(72）「帝國議会衆議院委員会議録」2-112頁及び122頁。
(73）「帝國議会衆議院委員会議録」2-131頁～133頁。
(74）「帝國議会衆議院委員会議録」2-139頁～145頁。
(75）「帝國議会衆議院委員会議録」2-143～144頁（菅原通敬政府委員の発言)。
(76）「帝國議会衆議院委員会議録」2-143頁。これに対し，渡辺修代議士が正面か
ら反対した。ただ，３３条の２に調書の不提出又は虚税調書提出が含まれているこ
とから，空文になるのでつり合上，両方同時に削除してはどうかという意見が石
橋為之助代議士からなされている。
地価問題と北海道の税務行政組織(7)（西野）３３
(77）「帝國議会衆議院議事速記録」27-239頁～247頁。
(78）「明治大正財政史」第６巻1069頁～1071頁。
(79）「帝國議会衆議院委員会議録」2-243頁～274頁。
(80）たとえば，「帝國議会衆議院委員会議録」2-265頁～274頁。とくに，271頁。
(81）「帝國議会貴族院委員会記録」２９－１６８頁～171頁。
(82）「明治大正財政史」第７巻６６頁。
(83）「北海タイムス」大正２年３月26日付「営業税案の妥協成立，会期３日間延長
の説｣，同３月28日付「営業税不成立の真相｣。
(84）「帝國議会衆議院委員会議録」2-365頁～369頁。
(85）「帝國議会衆議院委員会議録」2-366頁。
(86）「近代日本総会年表」岩波書店，1968年，214頁～217頁。なお，「政友」156号
は，「行政整理」という特集を組んでいる。
(87）「税務署70年のあゆみ」２４頁。
(88）「国税北海道70年のあゆみ」117頁～118頁。
(89）「北海タイムス」大正２年12月29日付「全道国税増加予想」・「空知救済彙報｣，
同11月14日付「樽商凶作建議案｣，同11月５日付「凶作と救済｣。
(90）「北海タイムス」大正２年５月５日付「税務官の淘汰｣。
(91）「北海タイムス」大正２年１月８日付「函館随筆一営業税問題｣，同１月２８
日付「小樽営業税軽減運動｣，３月19日付「小樽営業税軽減運動｣。
(92）「北海タイムス」大正２年18日「営業税に就て（札幌税務監督局某氏の談)｣。
(93）「北海タイムス」大正２年３月16日付「徴税取扱の弊（－種の課税殊求)｣。
(94）「読売新聞」大正２年９月10日付「財政諸問題一勝田大蔵次官談｣。
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地価問題と北海道の税務行政組織(7)（西野）３５
別表２売買価格の推移
[出典］「北海道庁統計書」
[備考］単位円いずれも各年中の平均価格。
市街宅地は１坪当たり，その他は１反歩当り。ただし，明治44.45年の宅地
は原資料で区別されてないので，宅地欄に記入した。
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２ 内務整理大要
本年度耕地整理
鉄道事業繰延額
鉄道院罷免700
三税務局長後任
本日の整理閣議
大蔵省整理案
内務省淘汰人員
武冨氏の整理評
管理局長会議期
鉄資４千万円
建設改良費振替
制度整理閣議一依然未結了
逓信省整理額一大塚次官談
文部省の整理_福原次官談
農商務省整理一橋本次官談
地方局の異動
衛生局廃止の影響
両院速記課廃止
港務行政の統一
整理発表後の攻反会
制度整理閣議
現閣整理方針一某閣僚談
内務省案再議
陸軍整理内容
台湾整理総額
製絨所払下す
大林区署の廃合
管理局廃止と所管
整理発表後は大典
教育調査官制案
制度整理閣議
海軍整理発表
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司法省の整理一小山司法次官談
管理局廃止内容
淘汰罷免吏員
文部高等官淘汰
整理発表近し
整理決定内容
発表前の淘汰
法官の休退職
生産調整会廃止
整理と地方制度一田尻稲次郎子談
整理の根本義一阪谷市長談
陸軍監獄長罷免
地方官会議主題
整理とその評言
同志会の整理表
外交と財政
罷免と其善後
陸海官制解決
地方官大更迭
次は事務官更迭
二次整理と航路補助
府県廃合不可一湯浅前地方局長談
新設督学官任務
陸海官制反対意見
廃止の大林区署
臨時建築部は懸案
行政整理と土木―久保田士木局長談
歳計剰余処分一某閣僚談
警視庁行政整理
内務整理内容
地方官制改正
各省局課統合
制度整理の発表（号外再録）
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１２ 各省整理内容
内務整理内容
大蔵整理内容
農商務の整理
文部整理内容
陸軍整理内容
海軍整理内容
逓信整理内容
司法整理内容
道庁改正確定
本道行政整理
税務監督局員異動
両政整理発表
両政整理と世評
整理公表一瞥
制度整理の内容
司法整理の勘違一前司法大臣某氏談
国民党不同意
文部整理の要点
陸軍官衙併合
逓信実際淘汰人員
会計検査事務改正
整理と醸造試験所
新設督学官優遇
杜撰極る計算
大蔵局課廃合是非一阪谷東京市長談
誤れる淘汰方針一貴族院議員江木千
之氏談
首相と両相の協議
財政諸問題一勝田大蔵次官談
整理と新財源
警視庁整理評一某前警視総監談
陸海軍官制と閣令
文部省と宗教教育
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逓信局の所管区域一大塚逓信次官談
整理未発表案件
整理額比較一立憲同志会案
民党の整理意見
両政整理と前途
制度整理（上）
制度整理（中）
制度整理（下）
大蔵臣２会議
財政経済の無方針
専売局の施設一桜井専売局長官談
財政上の諸懸案一勝田大蔵次官談
財政諸問題一勝田大蔵次官談虚■ ’若翁の署名あり論議
